
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2024年５月15日

【四半期会計期間】 第９期第３四半期（自　2024年１月１日　至　2024年３月31日）

【会社名】 株式会社Ｗ　ＴＯＫＹＯ

【英訳名】 W TOKYO Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役　村上　範義

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区神宮前五丁目28番５号

【電話番号】 03-6419-7165

【事務連絡者氏名】 取締役CFO兼経営戦略統括局長　藤本　冬海

【最寄りの連絡場所】 東京都渋谷区神宮前五丁目28番５号

【電話番号】 03-6419-7165

【事務連絡者氏名】 取締役CFO兼経営戦略統括局長　藤本　冬海

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

株式会社Ｗ　ＴＯＫＹＯ(E38687)

四半期報告書

 1/16



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第８期

第３四半期累計期間
第９期

第３四半期累計期間
第８期

会計期間
自2022年７月１日
至2023年３月31日

自2023年７月１日
至2024年３月31日

自2022年７月１日
至2023年６月30日

売上高 （千円） 3,221,744 3,192,765 3,616,175

経常利益 （千円） 725,091 520,174 620,559

四半期（当期）純利益 （千円） 435,848 334,621 406,346

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 45,925 234,391 211,525

発行済株式総数 （株） 2,468,000 2,699,360 2,588,000

純資産額 （千円） 968,835 1,650,750 1,270,532

総資産額 （千円） 3,502,012 3,580,238 3,122,572

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 178.05 126.51 165.59

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － 118.73 146.68

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 27.7 46.1 40.7

 

回次
第８期

第３四半期会計期間
第９期

第３四半期会計期間

会計期間
自2023年１月１日
至2023年３月31日

自2024年１月１日
至2024年３月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 84.43 44.09

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社が有している子会社及び関連会社が利益基準及び利益剰

余金基準からみて重要性が乏しい非連結子会社のみであるため記載しておりません。

３．当社は、2023年２月６日開催の取締役会決議により、2023年３月４日付で普通株式１株につき20株の割合で

株式分割を行っております。第８期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）

純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

４．当社は、2023年６月29日に東京証券取引所グロース市場に上場したため、第８期の潜在株式調整後１株当た

り当期純利益は、新規上場日から第８期末日までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。

５．第８期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高があり

ますが、当社株式は非上場であったことから、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

６．１株当たり配当額については、当社は配当を行っていないため、記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、関係会社にお

ける異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

当社では、2023年９月及び2024年３月に「TOKYO GIRLS COLLECTION」（以下、「TGC」という）を開催し、高

ランクの協賛企業及び出展アパレルブランドの増加や来場者チケットの完売等により収益性の向上に注力いたし

ました。また、2023年10月に「TGC 北九州 2023」、2024年１月に「TGC しずおか 2024」、2024年２月に「TGC

和歌山 2024」を実施いたしました。このほか東京都江戸川区、福井県鯖江市、神奈川県湯河原町等に対するシ

ティプロモーションや、TGCで培った発信力を活かしたプロデュース事業も引き続き実施しております。この結

果、TGCプロデュース領域の売上高は2,409百万円（前年同期比0.0%減）となりました。

その他、アーティスト・タレントのキャスティングとクリエイティブ制作を組み合わせた顧客の商材のブラン

ディングによる売上の契約件数が増加いたしました。また、株式会社大創産業とのコラボレーション商品のライ

ンナップが増え、商品開発に基づくロイヤリティの受領も一層増加しております。この結果、コンテンツプロ

デュース・ブランディング領域の売上高は738百万円（前年同期比0.8%増）となりました。

なお、サービス領域別の状況は次のとおりであります。

サービス領域別売上高

サ ー ビ ス 領 域

2023年６月期
第３四半期累計期間

2024年６月期
第３四半期累計期間

2023年６月期
（前事業年度）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

TGC プ ロ デ ュ ー ス 領 域 2,410百万円 74.8％ 2,409百万円 75.5％ 2,650百万円 73.3％

コンテンツプロデュース・ブ
ラ ン デ ィ ン グ 領 域

732 22.7 738 23.1 869 24.0

デ ジ タ ル 広 告 領 域 79 2.5 44 1.4 96 2.7

合 計 3,221 100.0 3,192 100.0 3,616 100.0

 

しかしながら、昨今の原材料価格や人件費の高騰の影響を受け、特にTGCやTGC地方開催といった大型イベント

の開催コストが増加傾向にあることで、前年同期又は前事業年度と比較して粗利率が低下しています。また、当

社は事業成長期にあり、従業員の給与引き上げ、事業基盤の強化のため企画制作・営業を担う人員の積極的採用

を行っていること等により、販売費及び一般管理費が増加しています。

以上の結果、当第３四半期累計期間の経営成績は、売上高3,192百万円（前年同期比0.9%減）、営業利益529百

万円（前年同期比28.0%減）、経常利益520百万円（前年同期比28.3%減）、四半期純利益334百万円（前年同期比

23.2%減）となりました。

当社では、TGCの売上規模が全体の売上に占める割合が大きく、開催の月の属する四半期（第１四半期、第３

四半期）に売上高及び売上総利益が偏重する傾向があります。一方で、販売費及び一般管理費は固定的に発生す

るため、営業利益も第１四半期及び第３四半期において比較的高くなる傾向があります。

 

また、当社は、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標として、調整後営業利益、調整後四半

期純利益を採用しております。これらの指標は、当社のTGCというブランド価値を活用した社会への価値提供の

程度、また当社における経営の効率性を測るためのものとして適切であると考えております。

（調整後利益の計算方法）

調整後営業利益＝営業利益＋のれん償却額＋商標権償却額

調整後四半期純利益＝税引前四半期純利益＋のれん償却額＋商標権償却額－想定税金費用（※１）

※１想定税金費用＝法人税等＋商標権償却額×実効税率（課税所得が発生する場合）

 

当第３四半期累計期間の調整後営業利益は651百万円（前年同期比24.0%減）、調整後四半期純利益は436百万

円（前年同期比28.1%減）となりました。なお、調整後営業利益、調整後四半期純利益については、PwC Japan有

限責任監査法人の四半期レビューを受けておりません。

 

当社は、ブランディングプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載はしてお

りません。
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(2）財政状態の状況

（資産）

当第３四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末と比較して457百万円増加し、3,580百万円となりま

した。これは主に、2024年３月開催の「TOKYO GIRLS COLLECTION」の収入等による売掛金及び契約資産743百万

円の増加及び、2023年６月期の法人税等の納付等による現金及び預金195百万円の減少、商標権68百万円、のれ

ん54百万円の償却による減少によるものであります。

 

（負債）

当第３四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末と比較して77百万円増加し、1,929百万円となり

ました。これは主に、2024年３月開催の「TOKYO GIRLS COLLECTION」の外注費等による買掛金459百万円の増加

及び、長期借入金（1年内返済予定を含む）202百万円の約定返済及び一部繰上返済による減少、2023年６月期の

法人税等の納付及び当第３四半期累計期間の税金費用の計上等による未払法人税等85百万円の減少によるもので

あります。

 

（純資産）

当第３四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末と比較して380百万円増加し、1,650百万円となりま

した。これは主に、四半期純利益334百万円の計上による利益剰余金の増加によるものであります。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）経営方針、経営戦略・経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針、経営戦略・経営上の目標の達成状況を判断する

ための客観的な指標等について重要な変更はありません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあ

りません。

 

(6）研究開発活動

該当事項はありません。

 

(7）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当第３四半期累計期間において、資本の財源及び資金の流動性についての分析に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,800,000

計 9,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2024年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2024年５月15日）

（注）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,699,360 2,701,260
東京証券取引所

グロース市場

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 2,699,360 2,701,260 － －

　（注）提出日現在発行数には、2024年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年１月１日～

2024年３月31日

（注）１．

1,500 2,699,360 1,197 234,391 1,197 234,391

　（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．2024年４月１日から2024年４月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が1,900株、資

本金及び資本準備金がそれぞれ1,472千円増加しております。

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2023年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

    2024年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,696,700 26,967

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であり

ます。

単元未満株式 普通株式 1,160 － －

発行済株式総数  2,697,860 － －

総株主の議決権  － 26,967 －

　（注）１．当第３四半期会計期間において新株予約権の権利行使により普通株式1,500株が増加しており、当第３四半

期会計期間末日の「発行済株式総数」は2,699,360株となっております。

２．単元未満株式の買取請求による取得に伴い、当第３四半期会計期間末現在の自己株式数は43株となっており

ます。

 

②【自己株式等】
 

該当事項はありません。

なお、単元未満株式の買取請求による取得に伴い、当第３四半期会計期間末現在の自己株式数は43株となって

おります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（2024年１月１日から2024年３

月31日まで）及び第３四半期累計期間（2023年７月１日から2024年３月31日まで）に係る四半期財務諸表について、

PwC Japan有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、従来、当社が監査証明を受けているPwC京都監査法人は、2023年12月１日付でPwCあらた有限責任監査法人と

合併し、PwC Japan有限責任監査法人に名称を変更しております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（2023年６月30日）
当第３四半期会計期間
（2024年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,971,202 1,775,600

売掛金及び契約資産 195,806 938,940

前渡金 105,366 95,628

その他 26,615 53,202

貸倒引当金 △2,961 △2,965

流動資産合計 2,296,030 2,860,405

固定資産   

有形固定資産 24,132 34,966

無形固定資産   

のれん 230,374 175,811

商標権 452,914 384,754

ソフトウエア 33,336 25,776

無形固定資産合計 716,624 586,342

投資その他の資産 85,784 98,523

固定資産合計 826,542 719,832

資産合計 3,122,572 3,580,238

負債の部   

流動負債   

買掛金 71,298 530,765

１年内返済予定の長期借入金 146,521 129,624

リース債務 12,029 8,019

未払法人税等 189,441 104,185

前受金 269,093 258,175

賞与引当金 34,443 11,789

その他 136,897 84,897

流動負債合計 859,724 1,127,456

固定負債   

長期借入金 987,303 802,031

リース債務 5,012 －

固定負債合計 992,315 802,031

負債合計 1,852,040 1,929,487

純資産の部   

株主資本   

資本金 211,525 234,391

資本剰余金 523,710 546,576

利益剰余金 535,297 869,919

自己株式 － △136

株主資本合計 1,270,532 1,650,750

純資産合計 1,270,532 1,650,750

負債純資産合計 3,122,572 3,580,238
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
（自　2022年７月１日
至　2023年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　2023年７月１日
至　2024年３月31日）

売上高 3,221,744 3,192,765

売上原価 1,815,527 1,916,629

売上総利益 1,406,217 1,276,136

販売費及び一般管理費 671,421 746,938

営業利益 734,795 529,198

営業外収益   

受取利息 11 17

受取手数料 66 48

その他 0 0

営業外収益合計 78 65

営業外費用   

支払利息 5,452 6,614

遅延損害金 1,522 －

上場関連費用 2,000 －

支払保証料 756 2,388

その他 50 87

営業外費用合計 9,781 9,090

経常利益 725,091 520,174

特別損失   

投資有価証券評価損 1,028 －

特別損失合計 1,028 －

税引前四半期純利益 724,063 520,174

法人税等 288,214 185,552

四半期純利益 435,848 334,621
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【注記事項】

（表示方法の変更）

（四半期損益計算書）

前第３四半期累計期間において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「支払保証料」は、金額的重要性

が増したため、当第３四半期累計期間より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるた

め、前第３四半期累計期間の四半期損益計算書の組替えを行っております。

この結果、前第３四半期累計期間の四半期損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた

756千円は、「支払保証料」として組替えております。

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。この契約に基

づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2023年６月30日）
当第３四半期会計期間
（2024年３月31日）

当座貸越極度額の総額 300,000千円 300,000千円

借入実行残高 － －

差引額 300,000 300,000

 

（四半期損益計算書関係）

当社では、TOKYO GIRLS COLLECTIONの売上規模が全体の売上に占める割合が大きく、開催の月の属する四半期

（第１四半期、第３四半期）に売上高及び売上総利益が偏重する傾向があります。一方で、販売費及び一般管理

費は固定的に発生するため、営業利益も第１四半期及び第３四半期において比較的高くなる傾向があります。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。

 
前第３四半期累計期間
（自　2022年７月１日
至　2023年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　2023年７月１日
至　2024年３月31日）

減価償却費 84,889千円 85,251千円

のれん償却額 54,562 54,562

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　2022年７月１日　至　2023年３月31日）

株主資本の金額の著しい変動

当第３四半期累計期間において、新株予約権の行使に伴い、資本金が5,925千円、資本剰余金が5,925千円増

加しております。この結果、当第３四半期会計期間末において資本金が45,925千円、資本剰余金が358,110千

円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　2023年７月１日　至　2024年３月31日）

株主資本の金額の著しい変動

当第３四半期累計期間において、新株予約権の行使に伴い、資本金が22,866千円、資本剰余金が22,866千円

増加しております。この結果、当第３四半期会計期間末において資本金が234,391千円、資本剰余金が546,576

千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　2022年７月１日　至　2023年３月31日）

当社は、ブランディングプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載はし

ておりません。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　2023年７月１日　至　2024年３月31日）

当社は、ブランディングプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載はし

ておりません。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社は、ブランディングプラットフォーム事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分解

した情報は以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　2022年７月１日
至　2023年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　2023年７月１日
至　2024年３月31日）

TGCプロデュース領域 2,410,077千円 2,409,786千円

コンテンツプロデュース・ブランディング領域 732,177 738,040

デジタル広告領域 79,490 44,938

顧客との契約から生じる収益 3,221,744 3,192,765

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 3,221,744 3,192,765

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　2022年７月１日
至　2023年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　2023年７月１日
至　2024年３月31日）

１株当たり四半期純利益 178円05銭 126円51銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益（千円） 435,848 334,621

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 435,848 334,621

普通株式の期中平均株式数（株） 2,447,927 2,645,077

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － 118円73銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 173,296

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

－ －

(注)　前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高がありま

すが、当社株式は非上場であったことから、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社Ｗ　ＴＯＫＹＯ(E38687)

四半期報告書

14/16



 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2024年5月14日

株式会社Ｗ ＴＯＫＹＯ

取締役会　御中

 

PwC Japan有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柴田　篤

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鷺谷　佑梨子

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｗ ＴＯ

ＫＹＯの2023年７月１日から2024年６月30日までの第９期事業年度の第３四半期会計期間（2024年１月１日から2024年３

月31日まで）及び第３四半期累計期間（2023年７月１日から2024年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Ｗ ＴＯＫＹＯの2024年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

 

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 
  

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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